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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第８期

第３四半期連結累計期間
第８期

第３四半期連結会計期間
第７期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (千円) 656,630 233,836 700,936

経常利益 (千円) 260,147 98,646 208,403

四半期(当期)純利益 (千円) 152,805 57,960 118,526

純資産額 (千円) ― 848,148 735,966

総資産額 (千円) ― 970,202 804,529

１株当たり純資産額 (円) ― 58,820.13 51,381.64

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 10,699.14 4,054.03 8,430.02

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 10,459.66 3,981.63 8,067.39

自己資本比率 (％) ― 87.21 91.25

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 182,731 ― 101,375

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 68,740 ― △ 306,228

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 40,554 ― △ 8,756

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 301,340 227,903

従業員数 (名) ― 51 45

(注)　売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 51

(注) １　従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 51

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　連結会社の従業員数と提出会社の従業員数が同数であるのは、eBASE-NeXT㈱に従業員が就業していない為であ

ります。　
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの事業は、主にパッケージソフトウェアの開発販売を行なっており、生産をしていないた

め、生産実績及び受注実績について記載しておりません。
　
　
　販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を業務内容別に示すと、次のとおりであります。

　

業務内容 販売高（千円）

パッケージソフトウェア“eBASE”開発販売 154,329

カスタマイズ受託開発 34,058

サポートサービス 35,709

ASPサービス 7,538

その他 2,199

合計 233,836

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

日本生活協同組合連合会 98,402 42.1

　　（注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。
　

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が

判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における売上高は233,836千円となりました。このうちパッケージソフト

ウェアの売上高は154,329千円、カスタマイズ受託開発に係る売上高は34,058千円、サポートサービス

の売上高は35,709千円となりました。販売費及び一般管理費は、新規採用による人件費増及び製品力強

化のための開発費増等により123,761千円となり、この結果、営業利益は97,929千円、経常利益は98,646

千円、四半期純利益は57,960千円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

①　資産の部

当第３四半期末の総資産は前連結会計年度末に比べ165,673千円増加し、970,202千円となりました。

主な要因は現金及び預金が123,436千円増加したこと、投資有価証券の取得により増加したこと等であ

ります。

②　負債の部

流動負債は、前連結会計年度末に比べ、53,491千円増加し122,053千円となりました。主な要因は四半

期純利益の計上に伴い未払法人税等が増加したこと等によるものであります。

③　純資産の部

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ、112,182千円増加し848,148千円となりました。これは主に、

配当金支払により利益剰余金が減少したことや自己株式の取得があったものの、四半期純利益を

152,805千円計上したことにより利益剰余金が増加したこと等によるものであります。これにより自己

資本比率は87.21％となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ

54,682千円増加し、301,340千円となりました。

　

営業活動によるキャッシュ・フローは、54,055千円の収入となりました。これは主に、税金等調整前

四半期純利益を98,646千円計上された一方で、法人税等の支払41,161千円が発生したこと等によるも

のであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,439千円の支出となりました。これは主に、有形固定資産の

取得等によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、2,066千円の収入となりました。これは株式の発行による収

入が8,690千円あった一方で、自己株式の取得による支出が6,205千円あったこと等によるものであり

ます。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、9,182千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000

計 40,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,522 14,522
大阪証券取引所
ヘラクレス

完全議決権株式であり、株主
としての権利内容に制限の
ない、標準となる株式であり
ます。なお、単元株制度の採
用はありません。

計 14,522 14,522 ― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成21年２月１日から四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は、含まれておりません。 
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(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおり

であります。

　

平成15年８月28日臨時株主総会決議

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数 20個(注)３

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株制度の採用はありません。

新株予約権の目的となる株式の数 20株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 25,000円(注)１

新株予約権の行使期間
自　平成16年10月１日
至　平成21年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　25,000円
資本組入額　12,500円

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の行使時の払込金額

　　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　
　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

　

調整後払込金額

　

＝

　

調整前払込金額

　

×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　
　　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が発行する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当り払込金額」を「１株当

り処分金額」と読み替えるものとする。

　　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

２　新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

　　①新株予約権の割当を受けた者(以下、新株予約権者という。)は、新株予約権の行使時においても当社の取締役、

監査役もしくは従業員又は子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、その他取締役会が認めた場合はこの限りではない。

　　②新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。

　　③新株予約権を他に譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。

　　④その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定めるところによる。

３　取締役会決議日は以下のとおりであります。

　　　平成15年８月28日取締役会決議
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平成16年６月28日定時株主総会決議

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数 196個(注)３

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株制度の採用はありません。

新株予約権の目的となる株式の数 196株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 40,000円(注)１

新株予約権の行使期間
自　平成18年７月１日
至　平成21年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　40,000円
資本組入額　20,000円

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の行使時の払込金額

　　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　
　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

　

調整後払込金額

　

＝

　

調整前払込金額

　

×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　
　　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が発行する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当り払込金額」を「１株当

り処分金額」と読み替えるものとする。

　　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

２　新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

　　①新株予約権の割当を受けた者(以下、新株予約権者という。)は、新株予約権の行使時においても当社の取締役、

監査役もしくは従業員又は子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、その他取締役会が認めた場合はこの限りではない。

　　②新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。

　　③新株予約権を他に譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。

　　④その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定めるところによる。

３　取締役会決議日は以下のとおりであります。

　　　平成17年３月18日取締役会決議
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平成17年６月29日定時株主総会決議

第３四半期会計期間末現在
(平成20年12月31日)

新株予約権の数 30個(注)３

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株制度の採用はありません。

新株予約権の目的となる株式の数 30株(注)１

新株予約権の行使時の払込金額 185,000円(注)１

新株予約権の行使期間
自　平成19年７月１日
至　平成27年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額

発行価格　　185,000円
資本組入額　 92,500円

新株予約権の行使の条件 (注)２

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)２

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

(注) １　新株予約権の行使時の払込金額

　　新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　
　　また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

　

調整後払込金額

　

＝

　

調整前払込金額

　

×

既発行株式数 ＋
新株発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数

　
　　上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が発行する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当り払込金額」を「１株当

り処分金額」と読み替えるものとする。

　　さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収合併を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行う。

２　新株予約権の行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。

　　①新株予約権の割当を受けた者(以下、新株予約権者という。)は、新株予約権の行使時においても当社の取締役、

監査役もしくは従業員又は子会社の取締役、監査役もしくは従業員の地位にあることを要する。ただし、任

期満了による退任、定年退職、その他取締役会が認めた場合はこの限りではない。

　　②新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。

　　③新株予約権を他に譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。

　　④その他の条件については、株主総会および取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する「新

株予約権割当契約書」に定めるところによる。

３　取締役会決議日は以下のとおりであります。

　　　平成18年５月８日取締役会決議
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(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。 

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
　

(千円)

資本金残高
　

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日
　　(注)

227 14,522 4,345 186,086 4,345 158,586

(注) 新株予約権の行使による増加であります。

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

100
―

株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

14,195
14,195 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 14,295 ― ―

総株主の議決権 ― 14,195 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が１株(議決権１個)含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
eBASE株式会社

大阪府大阪市北区
豊崎５－４－９

100 ― 100 0.7

計 ― 100 ― 100 0.7
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２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 219,000240,000230,000198,000204,000227,000210,000185,000204,000

最低(円) 186,000190,000182,000179,000176,000183,000154,000151,000140,000

(注)　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレス市場におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役執行役員
(ＣＯＯ)

取締役執行役員
(東京営業部担当)

大塚　勉 平成20年10月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月１

日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 351,340 227,903

受取手形及び売掛金 239,837 227,634

有価証券 199,916 99,960

仕掛品 1,977 1,659

その他 25,221 8,677

貸倒引当金 △1,451 △1,381

流動資産合計 816,842 564,453

固定資産

有形固定資産 ※
 10,041

※
 9,047

無形固定資産 3,608 4,438

投資その他の資産

投資有価証券 15,500 99,853

長期預金 100,000 100,000

その他 24,210 26,735

投資その他の資産合計 139,710 226,589

固定資産合計 153,360 240,076

資産合計 970,202 804,529

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 320 2,441

未払法人税等 68,793 38,481

その他 52,939 27,638

流動負債合計 122,053 68,562

負債合計 122,053 68,562

純資産の部

株主資本

資本金 186,086 181,601

資本剰余金 158,586 154,101

利益剰余金 526,953 398,437

自己株式 △25,498 －

株主資本合計 846,127 734,140

少数株主持分 2,021 1,825

純資産合計 848,148 735,966

負債純資産合計 970,202 804,529
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 656,630

売上原価 41,247

売上総利益 615,383

販売費及び一般管理費 ※１
 357,448

営業利益 257,934

営業外収益

受取利息 2,210

その他 3

営業外収益合計 2,213

経常利益 260,147

特別利益

有形固定資産売却益 ※２
 669

特別利益合計 669

税金等調整前四半期純利益 260,817

法人税、住民税及び事業税 107,460

法人税等調整額 357

法人税等合計 107,817

少数株主利益 195

四半期純利益 152,805
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 233,836

売上原価 12,145

売上総利益 221,690

販売費及び一般管理費 ※１
 123,761

営業利益 97,929

営業外収益

受取利息 716

営業外収益合計 716

経常利益 98,646

税金等調整前四半期純利益 98,646

法人税、住民税及び事業税 39,628

法人税等調整額 952

法人税等合計 40,580

少数株主利益 105

四半期純利益 57,960
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 260,817

減価償却費 4,465

貸倒引当金の増減額（△は減少） 69

受取利息及び受取配当金 △2,210

有形固定資産売却損益（△は益） △669

売上債権の増減額（△は増加） △12,202

たな卸資産の増減額（△は増加） △307

仕入債務の増減額（△は減少） △2,121

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,489

その他の資産・負債の増減額 8,232

小計 259,563

利息及び配当金の受取額 1,562

法人税等の支払額 △78,394

営業活動によるキャッシュ・フロー 182,731

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △130,000

定期預金の払戻による収入 80,000

有形固定資産の取得による支出 △5,181

有形固定資産の売却による収入 2,034

無形固定資産の取得による支出 △810

投資有価証券の取得による支出 △15,500

貸付金の回収による収入 771

差入保証金の差入による支出 △268

差入保証金の回収による収入 214

投資活動によるキャッシュ・フロー △68,740

財務活動によるキャッシュ・フロー

株式の発行による収入 8,970

自己株式の取得による支出 △25,498

配当金の支払額 △24,025

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,554

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 73,436

現金及び現金同等物の期首残高 227,903

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 301,340
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

会計処理の原則及び手続の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

たな卸資産

当連結会計年度の第１四半期連結会計期間か

ら、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会

計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第

９号)を適用し、評価基準については、原価法から

原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

に変更しております。この変更に伴う当第３四半

期連結累計期間の損益に与える影響はありませ

ん。

 

　

　
【簡便な会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※　有形固定資産の減価償却累計額　　 22,210千円

 

※　有形固定資産の減価償却累計額　　22,223千円

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 64,133千円

給与手当 132,030千円

法定福利費 20,959千円

旅費交通費 28,326千円

支払手数料 17,730千円

研究開発費 27,908千円

地代家賃 18,749千円

貸倒引当金繰入額 69千円

※2 有形固定資産売却益の内訳

車両運搬具 669千円

有形固定資産売却益は、社用車売却によるものであ

ります。

　3 当社グループの売上高は、営業形態として９月と３月

に検収が集中するため、第１・３四半期連結会計期

間の売上高が他の四半期連結会計期間と比較して少

なくなる傾向にあります。

 

　

第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

※1 販売費及び一般管理費の主なもの

役員報酬 21,581千円

給与手当 43,973千円

法定福利費 7,372千円

旅費交通費 9,513千円

支払手数料 5,720千円

研究開発費 9,182千円

地代家賃 6,280千円

貸倒引当金繰入額 82千円

　2 当社グループの売上高は、営業形態として９月と３月

に検収が集中するため、第１・３四半期連結会計期

間の売上高が他の四半期連結会計期間と比較して少

なくなる傾向にあります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 351,340千円

　　　計 351,340千円

預入期間が３か月超の定期預金 △50,000〃

現金及び現金同等物 301,340千円
 

　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年12月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 14,522

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 137

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 24,289 1,700平成20年３月31日 平成20年６月25日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるeBASE事業の割合がいずれも90％を超える

ため、記載を省略しております。
　

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
本邦以外の国又は地域に所在する在外支店及び連結子会社がないため、該当事項はありません。

　

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　
海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

58,820.13円 51,381.64円

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 10,699.14円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 10,459.66円

　
(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 152,805

普通株式に係る四半期純利益(千円) 152,805

普通株主に帰属しない金額(千円)　 ─

普通株式の期中平均株式数(株) 14,282

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた四半期純利益調整額(千円)

─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(株)

327

（うち新株予約権） （327）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─
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第３四半期連結会計期間

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純利益 4,054.03円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 3,981.63円

　

(注)　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益算定上の基礎

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
  至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 57,960

普通株式に係る四半期純利益(千円) 57,960

普通株主に帰属しない金額(千円)　 ─

普通株式の期中平均株式数(株) 14,297

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた四半期純利益調整額(千円)

─

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数(株)

260

（うち新株予約権） （260）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

─

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年２月12日

ｅＢＡＳＥ株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　野　　秀　　一　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　清　　水　　万 里 夫　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているｅＢ

ＡＳＥ株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間

(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20

年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ｅＢＡＳＥ株式会社及び連結子会社の平成20

年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の

経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる

事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
※　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告書提

出会社）が別途保管しております。

※　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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